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中
国
の
民
商
法
立
法

　
改
革
開
放
ま
で
の
二
八
年
間
、
計
画
経
済
を
実
施
し
て
い
た
た
め
、
中
国
で
は
民
法
や
商
法
は
整
備
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
。
改
革

開
放
を
実
施
し
て
か
ら
、
市
場
経
済
の
発
展
に
つ
れ
、
中
国
は
民
商
法
の
立
法
を
強
化
し
、
現
在
民
法
と
商
法
の
体
系
が
概
ね
確
立
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さ
れ
て
い
る
。
民
法
と
商
法
は
二
つ
の
立
法
分
野
と
し
て
、
関
連
性
の
み
な
ら
ず
相
違
性
も
見
ら
れ
る
。
そ
の
立
法
は
以
下
の
方
針

に
従
う
。

　
民
法
と
商
法
と
は
「
一
般
法
と
特
別
法
」
の
関
係
で
あ
る
。
民
法
は
私
法
の
主
体
の
個
別
利
益
の
保
護
に
つ
い
て
一
般
規
定
を
設

け
て
い
る
。
商
法
は
商
事
活
動
の
主
体
の
営
利
利
益
を
保
護
す
る
た
め
の
も
の
で
あ
り
、
民
法
と
比
べ
る
と
特
殊
性
を
持
っ
て
い
る
。

　
民
法
と
商
法
の
役
割
は
異
な
る
。
全
体
か
ら
見
れ
ば
民
法
と
商
法
は
同
じ
く
公
平
を
求
め
て
い
る
が
、
具
体
的
に
は
そ
の
役
割
の

相
違
が
見
ら
れ
る
。
民
法
は
倫
理
的
な
と
こ
ろ
が
あ
り
、
公
平
の
実
現
を
重
視
し
、
信
義
則
や
公
平
原
則
の
規
定
を
設
け
て
い
る
。

商
法
は
条
文
の
使
い
や
す
さ
を
重
視
し
、
取
引
の
安
全
・
円
滑
を
求
め
、
商
事
活
動
の
ル
ー
ル
規
定
を
設
け
て
い
る
。

　
ま
た
、
中
国
の
実
情
お
よ
び
立
法
の
難
易
度
を
考
慮
し
、
民
法
と
商
法
は
法
典
で
は
な
く
単
行
法
の
形
を
と
っ
て
い
る
。

二
　
商
法
の
発
展
と
現
状

　
一
九
七
九
年
改
革
開
放
以
来
、
と
り
わ
け
一
九
九
三
年
社
会
主
義
市
場
経
済
を
実
施
し
て
か
ら
、
市
場
メ
カ
ニ
ズ
ム
は
資
源
配
分

の
基
礎
と
な
っ
て
お
り
、
商
品
の
生
産
や
取
引
の
発
達
に
よ
っ
て
、
商
事
法
の
整
備
の
機
運
が
高
ま
っ
た
。
そ
の
た
め
、
商
事
立
法

が
迅
速
に
行
わ
れ
て
き
た
。

　
ま
ず
、
商
法
の
最
も
重
要
な
部
分
で
あ
る
会
社
法
制
は
外
商
投
資
の
分
野
に
お
い
て
回
復
し
始
め
た
。
一
九
七
九
年
七
月
か
ら
、

全
国
人
民
代
表
大
会
は
相
次
い
で
「
中
外
合
資
経
営
企
業
法
」、「
外
資
企
業
法
」、「
中
外
合
作
経
営
企
業
法
」
を
制
定
し
、
国
務
院

は
そ
れ
ぞ
れ
の
施
行
規
則
を
公
布
し
た
。
こ
れ
ら
の
法
律
、
行
政
法
規
の
中
に
、
企
業
形
態
、
資
本
金
、
取
締
役
会
な
ど
の
経
営
機

関
、
財
務
と
会
計
、
解
散
と
清
算
の
規
定
が
含
ま
れ
て
い
る
。
こ
れ
ら
の
規
定
は
有
限
責
任
会
社
に
関
す
る
も
の
で
あ
り
、
会
社
立

法
の
二
十
数
年
間
の
停
滞
を
経
て
、
有
限
責
任
会
社
制
度
は
外
商
投
資
の
分
野
に
お
い
て
回
復
し
た
。
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も
っ
と
も
、
商
法
の
全
面
回
復
は
社
会
主
義
市
場
経
済
を
実
施
し
た
後
の
こ
と
で
あ
る
。
一
九
九
三
年
三
月
二
九
日
の
憲
法
改
正

案
七
条
は
、
社
会
主
義
市
場
経
済
を
推
進
す
る
と
明
確
に
定
め
た
。
商
法
は
こ
の
経
済
体
制
の
改
革
に
よ
っ
て
大
き
な
発
展
を
成
し

遂
げ
た
。
一
九
九
三
年
一
二
月
二
九
日
「
会
社
法
」、
一
九
九
五
年
五
月
一
〇
日
「
手
形
法
」
と
「
商
業
銀
行
法
」、
一
九
九
五
年
六

月
三
〇
日
「
保
険
法
」、
一
九
九
七
年
二
月
二
三
日
「
組
合
企
業
法
」、
一
九
九
八
年
一
二
月
二
九
日
「
証
券
法
」、
一
九
九
九
年
八

月
三
〇
日
「
個
人
独
資
企
業
法
」、
二
〇
〇
一
年
一
〇
月
一
日
「
信
託
法
」、
二
〇
〇
三
年
一
〇
月
二
八
日
「
証
券
投
資
フ
ァ
ン
ド

法
」
が
そ
れ
ぞ
れ
公
布
さ
れ
た
。

　
二
〇
〇
五
年
会
社
法
改
正
を
契
機
と
し
て
、
商
事
法
は
全
面
改
正
の
段
階
に
入
っ
た
。
二
〇
〇
三
年
一
〇
月
一
四
日
、
中
国
共
産

党
第
一
六
期
中
央
委
員
会
第
三
回
全
体
会
議
に
お
い
て
、「
社
会
主
義
市
場
経
済
体
制
を
整
備
す
る
若
干
の
問
題
に
関
す
る
中
共
中

央
の
決
定
」
が
審
議
、
採
択
さ
れ
た
。
市
場
経
済
体
制
を
整
備
す
る
た
め
に
、
会
社
法
の
大
改
正
を
初
め
と
し
て
、
商
事
法
は
全
面

改
正
の
段
階
に
入
っ
た
。「
証
券
法
」、「
組
合
企
業
法
」、「
保
険
法
」
と
「
破
産
法
」
の
改
正
が
相
次
い
で
行
わ
れ
た
。
一
九
九
三

年
～
二
〇
〇
四
年
は
商
事
立
法
の
全
面
回
復
の
段
階
だ
と
言
う
の
で
あ
れ
ば
、
二
〇
〇
五
年
か
ら
は
商
事
法
を
整
備
す
る
た
め
の
全

面
改
正
の
段
階
だ
と
言
え
る
。

　
市
場
経
済
の
機
能
を
強
化
す
る
た
め
に
、
中
国
政
府
は
二
〇
一
三
年
後
半
か
ら
全
面
改
革
を
推
進
し
て
き
た
。
商
事
法
の
新
た
な

改
正
も
行
わ
れ
る
予
定
で
あ
る
。
二
〇
一
三
年
一
二
月
二
八
日
、
全
人
代
常
務
委
員
会
に
て
会
社
法
の
資
本
金
制
度
の
改
正
が
採
択

さ
れ
た
。
最
低
資
本
金
、
初
回
払
込
比
率
や
払
込
期
限
、
資
本
金
払
込
額
の
登
記
、
出
資
証
明
作
成
等
に
係
る
規
定
が
撤
廃
さ
れ
た
。

三
　
民
法
の
発
展
と
現
状

　
改
革
開
放
す
る
前
の
中
国
で
は
、
民
事
法
は
「
婚
姻
法
」
や
「
土
地
改
革
法
」
し
か
な
か
っ
た
。
改
革
開
放
の
後
は
、
二
回
、
民
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法
典
の
立
法
に
着
手
し
た
が
、
様
々
な
原
因
で
立
法
作
業
は
中
止
さ
れ
た
。
そ
の
後
、「
先
易
後
難
」
の
方
針
に
従
い
、
一
九
八
〇

年
九
月
一
〇
日
「
婚
姻
法
」、
一
九
八
一
年
一
二
月
一
三
日
「
経
済
契
約
法
」、
一
九
八
五
年
四
月
一
〇
日
「
相
続
法
」、
一
九
八
六

年
四
月
一
〇
日
「
民
法
通
則
」、
一
九
八
七
年
六
月
二
三
日
「
技
術
契
約
法
」、
一
九
九
九
年
三
月
一
五
日
「
契
約
法
」
が
そ
れ
ぞ
れ

公
布
さ
れ
た
。
二
一
世
紀
に
入
っ
て
、
二
〇
〇
二
年
八
月
九
日
「
農
村
土
地
請
負
法
」、
二
〇
〇
七
年
三
月
一
六
日
「
物
権
法
」、
二

〇
〇
九
年
一
二
月
二
六
日
「
不
法
行
為
法
」、
二
〇
一
〇
年
一
〇
月
二
八
日
「
渉
外
民
事
法
律
関
係
適
用
法
」
が
そ
れ
ぞ
れ
公
布
さ

れ
た
。
以
上
に
よ
り
民
法
の
体
系
が
確
立
さ
れ
た
と
言
え
よ
う
。

四
　
今
後
の
立
法
課
題

　
㈠
　
商
　
法

　
商
法
の
分
野
に
お
い
て
、
商
事
に
関
す
る
一
般
規
定
は
明
ら
か
に
不
十
分
で
あ
る
。
商
法
典
を
編
纂
す
べ
き
と
す
る
意
見
が
有
力

で
あ
っ
た
が
、
商
法
の
変
わ
り
や
す
い
と
い
う
特
徴
や
海
外
の
経
験
を
考
慮
し
、
現
在
世
間
の
関
心
は
商
法
通
則
の
制
定
に
集
ま
っ

て
い
る
。

　
商
法
通
則
の
位
置
付
け
は
商
法
分
野
に
お
け
る
一
般
法
的
な
法
律
で
あ
る
。
商
法
通
則
は
法
典
で
は
な
く
単
行
法
で
あ
る
が
、
そ

の
役
割
は
他
の
単
行
法
と
異
な
る
。
他
の
単
行
法
は
特
定
の
商
事
分
野
に
関
す
る
も
の
で
あ
る
が
、
商
法
通
則
は
商
事
分
野
の
全
般

に
関
す
る
も
の
で
あ
る
。
商
法
通
則
の
規
定
は
他
の
単
行
法
に
な
い
、
必
要
不
可
欠
な
一
般
規
定
で
あ
る
。
商
法
通
則
は
商
法
分
野

に
お
け
る
一
般
法
的
法
律
な
の
で
、
他
の
単
行
法
と
内
容
が
重
複
・
矛
盾
す
る
こ
と
は
な
い
。

　
商
法
通
則
の
制
定
は
、
現
行
の
商
事
単
行
法
の
役
割
を
代
替
す
る
こ
と
で
は
な
い
し
、
商
事
法
の
す
べ
て
の
規
定
を
ま
と
め
て
体

系
化
す
る
こ
と
で
も
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
商
法
通
則
の
位
置
付
け
は
商
法
典
で
は
な
い
。
商
法
通
則
の
制
定
に
よ
っ
て
、
商
法
領
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域
に
お
い
て
単
行
法
だ
け
制
定
し
て
一
般
規
定
を
置
か
な
い
と
い
う
従
来
の
立
法
の
考
え
方
が
変
わ
る
の
で
あ
る
。
一
方
、
商
法
通

則
は
商
事
関
係
に
関
す
る
一
般
規
定
で
あ
る
か
ら
、
商
法
通
則
の
制
定
に
よ
っ
て
、
私
法
に
お
け
る
民
法
の
一
般
法
の
地
位
は
変
わ

ら
な
い
。

　
㈡
　
民
　
法

　
ま
ず
、
民
法
通
則
の
改
正
と
民
法
総
則
の
制
定
で
あ
る
。
中
国
で
は
、
未
だ
に
民
法
総
則
が
制
定
さ
れ
て
い
な
い
。
ど
の
よ
う
に

民
法
総
則
を
作
る
か
に
つ
い
て
二
つ
の
考
え
方
が
あ
る
。
一
つ
は
、
最
初
か
ら
新
し
い
総
則
を
作
る
と
い
う
意
見
で
あ
る
。
も
う
一

つ
は
、
民
法
通
則
に
お
け
る
総
則
的
な
部
分
を
充
実
さ
せ
た
上
で
そ
れ
を
総
則
に
し
、
民
法
通
則
の
第
五
章
「
民
事
権
利
」、
第
六

章
「
民
事
責
任
」、
第
八
章
「
渉
外
民
事
法
律
関
係
」
を
そ
れ
ぞ
れ
物
権
法
、
知
的
財
産
法
、
不
法
行
為
法
、
渉
外
民
事
法
律
関
係

適
用
法
に
入
れ
る
と
い
う
意
見
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
に
二
つ
の
考
え
方
が
あ
る
が
、
い
ず
れ
に
し
て
も
、
民
法
通
則
の
全
面
改
正
が

必
要
で
あ
る
と
思
わ
れ
る
。
民
法
通
則
は
早
い
段
階
で
制
定
さ
れ
た
た
め
、
後
に
作
ら
れ
た
民
事
法
律
と
重
複
・
矛
盾
す
る
と
こ
ろ

が
多
い
。

　
次
に
、
民
法
典
を
制
定
す
る
か
否
か
と
い
う
問
題
が
あ
る
。
こ
れ
に
つ
い
て
は
、
民
法
典
を
制
定
す
べ
き
で
あ
る
と
の
意
見
が
多

数
を
占
め
て
い
る
が
、
反
対
意
見
も
あ
る
。

　
最
後
に
、「
人
格
権
法
」
を
設
け
る
と
い
う
課
題
が
あ
る
。
こ
れ
に
も
二
つ
の
考
え
方
が
あ
る
。
一
つ
は
、
そ
の
内
容
を
民
法
総

則
に
入
れ
る
と
い
う
意
見
で
あ
る
。
も
う
一
つ
は
、
ま
ず
単
行
法
と
し
て
制
定
し
、
民
法
典
を
編
纂
す
る
時
に
一
つ
の
編
と
し
て
民

法
典
に
入
れ
る
と
い
う
意
見
で
あ
る
。
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